
番 号：130797 
国 名：エチオピア   
担当部署：人間開発部基礎教育第二課 
案件名：理数科教科アセスメント能力強化プロジェクト詳細計画策定調査（教育アセ

スメント／評価分析） 
 
１ 担当業務、格付等 
（１）担当業務：教育アセスメント／評価分析 
（２）格付：３号 
（３）業務の種類：調査団参団 
 
２ 契約予定期間等 
（１）全体期間：2013 年9月中旬から2013年11月月上旬まで 
（２）業務Ｍ／Ｍ：国内０．５０Ｍ／Ｍ、現地０．７３Ｍ／Ｍ、合計１．２３Ｍ／Ｍ 
（３）業務日数：  準備期間 派遣期間 整理期間 Ｍ／Ｍ 

   ５   ２２    ５    １．２３ 
 
３ 簡易プロポーザル提出部数、期限、場所 

簡易プロポーザル：正1部写4部 
見積書：正1部写1部 
提出期限：8月28日(12時まで) 
提出場所：調達部受付 (JICA本部1F） 

 
４ 簡易プロポーザル評価項目及び配点 

(１) 業務の実施方針 
１）業務方針の的確性        6 
２）業務方法の整合性、現実性等      12 
３）当該業務実施上のバックアップ体制     2 

(２) 業務従事者の経験能力等 
１）類似業務注１）の経験       40 
２）対象国又は同近隣地域若しくは同類似地域注２）での業務経験  8 
３）語学力注３）        16 
４）その他 学位、資格等       16 

（計100点） 
注１） 類似業務：教育セクター調査及び評価分析に係る各種業務 
注２）対象国/類似地域：エチオピア/全途上国 
注３）語学の種類：英語(語学は認定書(写)を添付してください) 

 
５ 条件等 
（１）補強：認めない。 
（２）参加資格のない社等：特になし 
（３）必要予防接種： 

黄熱：入国に際してイエローカード(黄熱病予防接種証明書)が必要です。 
 
６ 業務の背景と目的 
エチオピア政府は 1997 年より累次の「教育セクター開発プログラム(Education 

Sector Development Programme: ESDP)」を策定・実施しており、現在第 4 次プログラ
ム（ESDP IV: 2010/2011-2014/2015）を実施中である。粗就学率（GER）は、初等教育
（第 1 学年から第 8 学年)において 1990 年の 36.6％から 2010 年の 101.6％、前期中等
（第 9-10 学年)が 2000 年の 17.2％から 2010 年の 44.6％、後期中等（第 11-12 学年)
が 2000 年の 8.4％から 2010 年の 16.2％と改善が見られている。他方、質の面に関し
ては初等教育修了率が 55%(2009 年)と未だに低く、学習到達度試験結果でも改善は見
られないなど、エチオピアでは教育の質向上を喫緊の課題としている。 
工業化を目指す「エ」国では、科学技術の発展に資する理数科人材育成を強化して



いく方針を打ち出し、第11学年以降の生徒の約70％を理系専攻にするなどの目標を掲
げている。現在実施中のESDPⅣ（2010/2011-2014/2015)は、教育の質の向上や科学技
術分野の人材育成を重点に掲げている。また、教育の質改善に向けて、各国・国際機
関の支援を受け「教育の質改善プログラム（General Education Quality Improvement 
Programme: GEQIP）」を2008年より実施している。GEQIPでは、教師教育強化を重点の
一つと位置づけ、継続的職能開発（Continuous Professional Development: CPD）を
実施するなどの取り組みを行っている。 
教育の質改善の取り組みとして、JICA は現在、初等第 7-8 学年理数科教員を対象と

する現職教員研修システムのモデルを確立することを目的とし、「理数科教育改善プロ
ジェクト（2011 年 3 月 4 日～2014 年 7 月 3 日）」を実施中である。他方、エチオピア
が目指す理数科人材育成の強化と育成に向けては、初等学校の現職教員研修システム
の強化と同時に、制度上の様々な課題を解決していくことが必要であり、JICA が 2012
年 9 月に実施した同国「理数科教育に係る情報収集・確認調査」においても、教育評
価や新規教員養成などの課題が優先課題であることが確認された。特に、教育評価に
関して同国における理数科教育の評価は、生徒のミニマム・ラーニング・コンペテン
シー等でプロセス・スキルを含む科学的探究力を獲得させることを目指したカリキュ
ラム策定がなされているにもかかわらず、生徒の同探究力に関する教育目標の達成度
をほとんど測定・評価できていないという課題がある。その結果、生徒の主体的な学
びを促すアクティブ・ラーニング導入を企図した現職教員研修を実施しても、そうし
た新しい教育方法の実践がもたらす学力を試験等で評価する仕組みになっていないた
め、教員が授業において従来型の教授法を改善しようという動機付けにならず、教育
評価に関して特に理数科の試験問題の質の改善やアセスメント能力の向上等が課題と
なっている。 
 このような背景のもと、エチオピア政府は理数科に関するアセスメント能力強化に
関する技術協力プロジェクトを我が国政府に対して要請してきた。本調査は、同プロ
ジェクトの協力要請の背景、内容を確認し、カウンターパート機関(C/P)である教育省
等との協議を経て、プロジェクト基本計画を策定するとともに、本プロジェクトの事
前評価を行うために必要な情報を収集し、分析することを目的とする。なお、本調査
では、理数科分野に係るアセスメント強化のための協力計画に加え、現在実施中のプ
ロジェクトを含む理数科教育への包括的な支援の可能性の検討のための調査を行う。 

 

７ 業務の範囲及び内容 
  本コンサルタント団員は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続きを十分に把
握の上、｢新JICA事業評価ガイドライン 第1版｣に沿って担当分野に係る以下の調査を
行う。 
 具体的担当事項は次のとおりとする。 
 
［教育アセスメント／評価分析］ 
(１) 国内準備期間(2013年9月中旬～9月下旬) 
 １）要請背景･内容を把握する(関連報告書等の資料･情報の収集･分析)。 
 ２）現地調査で収集すべき情報を検討する。 
 ３）担当分野に係る調査計画･方針案を検討する。 
 ４）PDM(Project Design Matrix）案、PO(Plan of Operations)案(英文･和文)及び

事業事前評価表案の担当分野関連部分を作成する。 
 ５）エチオピア関係機関(C/P機関等)、専門家、他ドナー等に対する質問票(案)(英

文)を作成する。 
 ６）他ドナーが実施する類似プロジェクトや国別セクター分析等に関する資料･情報

の収集、分析を行う。 
 ７）事前調査団打合せ、対処方針会議等に参加する。 
 
(２) 現地派遣期間(2013年9月下旬～10月中旬) 
 １）JICAエチオピア事務所等との打合せに参加する。 
 ２）エチオピア関係機関との協議及び現地調査に参加する。 
 ３）担当分野に係る以下の情報･資料を収集し、現状を把握する。 



  ① エチオピア教育政策及び教育セクター計画における本プロジェクトの位置づ
け 

  ② エチオピア理数科教育及び教師教育戦略及び開発動向 
  ③ エチオピア側の実施体制(組織･予算･他機関との関係性等) 
  ④ エチオピア側の州レベルにおける試験・評価に関わる実施体制（組織･予算･

国家試験評価機構との関係性等） 
  ⑤ 当該分野に係る実施機関の過去の事業実績及びその関連資料の収集・整理・

分析 
  ⑥ 他ドナー･機関の援助動向 
  ⑦ プロジェクト実施に係る先方負担事項の確認 
  ⑧ 我が国の教育分野における協力の効果発現状況 
 ４）教員養成など理数科教育協力実施に必要な情報収集のための調査を行う。 
 ５）PDM案及びPO案（和文・英文）の作成に協力する。 
 ６）エチオピア関係者との協議で合意された内容につき、R/D案及びM/M案（英文）

の作成に協力する。 
 ７）評価5項目の観点からプロジェクトを分析し、事業事前評価表案（和文）の作成

に協力する。 
 ８）担当分野に係る現地調査結果をJICAエチオピア事務所等に報告する。 
 
(３) 帰国後整理期間(2013年10月下旬) 
 １）事業事前評価表(案)作成に協力する。 
 ２）帰国報告会、国内打合せに出席し、担当分野に係る調査結果を報告する。 
 ３）担当分野に係る詳細計画策定調査報告書(案)を作成する。 
 
８ 成果品等 
本契約における成果品は以下のとおり。  

（１） 詳細計画策定調査報告書(案) (担当分野)  
和文1部 （JICA人間開発部）  
なお、上記成果品の体裁は簡易製本とし、電子データもあわせて提出する。 

 
９ 見積書作成に係る留意点 
本公示にかかる見積書の積算を行うにあたっては、「JICAコンサルタント等契約見

積書作成の手引き」
（http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html）を参照願いま
す。 
留意点は以下のとおり。 

（１）航空券・旅費（日当・宿泊費）は契約に含めず、JICA より別途支給します。（見
積書の旅費欄には 0円と記載下さい。） 
 

１０ 特記事項 
（１） 業務日程／執務環境  

１） 現地業務日程  
機構職員等の現地調査期間は2013年9月30日～10月12日を予定しています。本業務

従事者は、機構職員等の現地調査期間に10日間程度先行して現地調査の開始を予定
しています。  
２） 現地での業務体制  
本業務に係る調査団構成は、以下のとおりです。  
① 総括（JICA)  
② 協力企画（JICA)  
③ 教育アセスメント／評価分析（コンサルタント）  

３） 便宜供与内容  
当機構エチオピア事務所による便宜供与事項は以下のとおりです。  
① 空港送迎  
② 宿舎手配  

http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html


③ 車両借上げ  
④ 現地ヒアリング調査のスケジュールアレンジ  

（２） 参考資料  
エチオピア国「理数科教育に係る情報収集・確認調査」報告書 
なお同報告書の閲覧について、担当部署（TEL：03-5226-8323）まで連絡してくださ

い。  
（３） その他  
 業務実施契約（単独型）については、単独（１名）の業務従事者の提案を求めている
制度ですので、複数の業務従事者によるプロポーザルは無効とさせて頂きます（冒頭
留意事項参照）。 

 
以 上 

 
 
 
 
 


